様式第１号（第７条関係）（その１）
刈谷市民間住宅省エネ改修等補助金交付申請書
年　　月　　日
刈谷市長
申請者　住　　所　　　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号（　　　　）　　　　―　　　　
次のとおり申請します。
なお、補助金の交付に当たり、市が税務資料の閲覧を行うことに同意します。
１　概要
	住　宅
	所在地
	

	
	建築時期
	年頃（築　　年）
	階数
	階建て

	
	構造
	造
	延べ面積
	㎡

	工事着手予定日
	年　　月　　日
	工事完了予定日
	年　　月　　日

	補助金の受領方法
	　□本人受領　　　□代理受領

	通知書の送付先
	　□申請者住所　　　□実施事業者所在地　　　□その他（　　　　　　　）


２　実施業者
	業者名
	
	担当者名
	

	所在地
	
	電話番号
	（　　　　）　　　　―　　　　


３　申請内容
	補助金の種類
	□住宅の省エネ診断
□住宅に係る省エネ化のための計画の策定及び住宅の省エネ改修

	省エネ改修の内容
省エネ改修の
場合のみ記入
	【適応させる省エネレベル】
□省エネ基準　　　□ＺＥＨ水準
【改修の範囲】
□全体改修（省エネ基準又はＺＥＨ水準を満たす旨のＢＥＬＳによる評価等を受けていることを証する書類の添付あり）
□部分改修（各建材、設備等が仕様規定に適合）
【改修する部位】
□既存開口部（窓・ドア）の断熱改修　　□高効率給湯器の設置
□コージェネレーション設備の設置　　　□躯体等の断熱改修
□節湯水栓の設置　　□蓄電池の設置　　□太陽熱利用システムの設置
□燃料電池システムの設置　　　　　　　□ＬＥＤ照明の設置
□高断熱浴槽の設置　　　　　　　　　　□節水型トイレの設置

	申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助対象経費の額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	対象外の経費の額
他の制度を適用
する場合のみ記入
	他の補助金の名称（実施主体）
	他の制度の補助対象経費の額

	
	（　　　　　　）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円


４　確認事項
	□この申請書の記載内容に虚偽はありません。
□事業を実施する住宅は、市内に所在する住宅です。
□地震に対する安全性が県要綱別表第１－２に定めるいずれかの方法により確認できています。
□事業を実施する住宅は、現にＺＥＨ水準を満たしていません。
□無断熱から省エネ基準若しくはＺＥＨ水準へ、又は省エネ基準からＺＥＨ水準への改修を行います。
□住宅の所有者です。
□刈谷市暴力団排除条例に規定する暴力団員等に該当する者ではありません。
□市が賦課徴収を行う税金の滞納はありません。
□これまで国・地方自治体から本事業と同様の補助金を受けたことはありません。
□自ら居住するために行う断熱改修工事等であり、建築基準法等の関係法令に適合しています。
□本事業の補助を受けるのはいずれも１回目です。
□設備の効率化に係る補助額は開口部や躯体等の断熱化に係る補助額以下となっています。
□別表に定める提出書類及び添付書類に不足がないことを確認しました。




